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１ ． 旦 の 原 交 差 点 改 良 の 概 要

①事業の概要

一般国道10号は、北九州市を起点とし、大分市、宮崎市を経由

して鹿児島市に至る延長450kmの主要幹線道路であり、東九州地

域の社会,経済,文化,産業,観光等の振興を図る上で重要な路線で

ある。

このうち、旦の原地域は、九州横断自動車道,大分南バイパス,
だ ん の は る

米良有料道路等に連絡し、県都大分市と県南を結ぶ重要な路線で

あり、ＪＲ豊肥本線と並行して走っている。

旦の原交差点改良は、この地域が抱えている交通渋滞、交通事

故の多発、沿道環境の悪化などの問題解消を目的として、大分市
おおいた

大字鴛野から同市旦野原に至る延長0.99kmの改良事業である。
お し の だ ん の は る

現在の交通状況を鑑みると、仮に旦の原交差点が改良されてな

ければ、整備前の慢性的な交通渋滞をどれだけ悪化させるかはか

り知れない。

▲ 一般国道１０号路線図
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②道路の諸元

路 線 名 一般国道１０号 旦の原交差点改良

大分市大字鴛野起 点

お お い た し お し の

区 間
大分市大字旦野原終 点
お お い た し だ ん の は る

延 長 ０．９９ｋｍ

通過市町村名 大分市

構 車 線 数 ４車線

造 車級区分 第４種第１級

諸 設計速度 ６０ｋｍ/ｈ

元 幅 員 ２５．０ｍ

③計画標準横断図

整備前 整備後

至 大分市街 至 大分市街

至 佐伯至 佐伯

旦の原交差点

旦の原交差点
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④事業の経緯

旦の原交差点付近は、一般国道10号の４車線区間から２車線区

間へと車線数が絞られている区間に位置し、沿線に大分大学をは

じめ高江ニュータウン・判田台団地等がしている。これらの地域

から発生する自動車交通は、大分県南方面から大分市内へ向かう

自動車交通と重なって、一般国道10号の道路利用状況が年々増加

している。そのため、朝・夕ピーク時をはじめ交通渋滞が慢性化

し、幹線道路としての機能は著しく低下していた。

旦の原交差点改良は、交差点付近における渋滞の緩和を目的と

して、鴛野～旦野原の約１km区間について４車線拡幅及び交差点

の位置の変更を行った。

▲ 旦の原交差点改良概要図
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▲ 旦の原交差点改良図

▼ 事業等の経緯

年度 旦の原交差点改良 L=0.99km 埋蔵文化財調査 沿線の開発計画等

Ｓ48 都市計画決定(S48年3月9日)

Ｈ４ 事業化

Ｈ６ 高江ﾆｭｰﾀｳﾝ分譲開始

Ｈ７ 用地買収着手 大分ｲﾝﾃﾘｼﾞｪﾝﾄﾀｳﾝ分譲開始

Ｈ８ 中尾近世墓地

Ｈ９ 工事着手 A=170m (H8～H9)2

Ｈ13 供用開始(H14年3月29日) Ｈ14年３月大分大学前駅開業

整備前 整備後
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２ . 事 業 の 効 果 及 び 必 要 性

（１）事業実施による環境の変化

沿線の住宅開発,郊外型の大型小売

店の出店が進むとともに、沿線の人

、 。口が増加し 交通量も増加している

夜間の沿道騒音は要請限度を超過し

ていた。

旦の原交差点改良に伴い、交通渋

滞がほぼ解消した。

▲ 最大渋滞長の推移

また、下り方向については、供用

半年以降再び交通混雑が発生してい

るものの、夜間の沿道騒音は環境基

準を満足している。

大分市旦野原字山ノ口
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昼間 夜間

騒
音
レ
ベ
ル

整備前
H14環境ｾﾝｻｽ

３年後
H17年8月

環境基準

(dB(A))

要請限度

400m（７分）

３次渋滞：Ｈ8.12.11(水)

整備前 ：Ｈ13.9.26(水)

１ヶ月後：Ｈ14.4.25(木)

半年後 ：Ｈ14.9.25(水)

３年後 ：Ｈ17.6.28(火)

▲ 朝・夕ピーク時断面交通量の推移

（ ）1,870m 16分
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（２）費用対効果分析の算定となった要因の変化

①自動車交通量の状況

・大分市の運転免許保有者

数は、年々着実に増加し

ている。

・一般国道10号の交通量は、整

備に伴う交通容量拡大により

増加している。

・交通量の増加に伴い、大分市

街側では旅行速度が僅かに低

下しているものの、佐伯側で

は旅行速度が向上している。

▲ 免許保有者数の推移

資料：Ｈ２～Ｈ11道路交通ｾﾝｻｽ

Ｈ14,Ｈ17は実測値
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▲ 交通量及び旅行速度の推移
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（３）社会経済情勢の変化

①地域の人口の変化

大分市内では、1962年(昭和37年)の城南団地以降、88の団地が

開発され約４万戸を販売している。

旦の原交差点付近には、住宅団地が集中し高江ニュータウンを

はじめ大型団地開発が進んでいる。

▲ 沿線の住宅等開発

団地開発の進展に伴い、沿線の人口が増加している。

▲ 旦の原交差点周辺の人口の変化

Ｈ ２ → Ｈ 1 2

5,723人増加

資料：大分団地新聞社

資料：国勢調査
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②産業活動の変化

ⅰ)工業

大分県及び大分市の製造品出

荷額は、増加傾向にある。

大分市の内訳を見ると、加工

組立型産業のうち、精密機器が

急増しており、また基礎素材型

産業のうち、石油石炭が急増し

ている。

ⅱ)商業

大分県及び大分市の商品販売

額は平成９年をピークに減少傾

向にある。その中でTOKIWAわさ

だタウン(平成12年12月開業),パ

ークプレイス大分(平成14年４月

開業)など郊外型商業施設の開店

、などにより売場床面積は増加し

周辺市町村から大分市への買物

依存率は高まっている。

▲ 製造品出荷額の推移

資料：大分県の工業

資料：大分県の工業

▲ 製造品出荷額の産業別内訳の変化

▲ 商品販売額の推移

▲ 小売業の売場面積額の推移

資料：大分県の商業

▲ 商品販売額の推移

▲ 大分市への買物依存率の変化
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（４）事業の効果の発現状況

一般国道10号旦の原交差点

付近は、沿線地域から発生す

る自動車交通と大分県南方面

から大分市内へ向かう自動車

交通が重なり、慢性的な渋滞

が発生していた。

鴛野～旦野原の約１km区間の

４車線拡幅及び交差点位置の

変更に伴い、主要渋滞ポイン

ト の交通混雑の緩和が図ら※

れている。

▲旦の原交差点利用者及び付近住民への聞き

取り調査結果

効果１：交通混雑の緩和
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掲載：大分合同新聞

Ｈ14年５月８日

▲ 周辺道路

▲ 交通量及び渋滞長の変化

交通面において実感した効果　（回答者数/337）
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旦の原交差点改良に伴い、交

通事故件数が減少した。事故率

についても大幅に低下し、九州

平均と同じ水準になっている。

事故形態別では、右左折時事

故が大幅に減少している。また

歩行者関連事故も減少してお

り、歩行者及び右左折車の交通

安全性が高まっている。

沿道は、騒音及び振動規制の対象区間であり、交通量等の増加

により要請限度を上回るレベルとなっており、居住環境が悪化し

ていた。旦の原交差点改良に伴い、沿道の騒音レベルが低下し、

要請限度及び環境基準を満足している。

二酸化炭素排出削減量は 大分ビックアイ(5.2ha)の約20個分(1、

02ha)の森林が吸収する量に相当する。

効果２：交通安全性の向上

効果３：沿道環境の改善

▲ 沿道騒音の変化

▲ 事故発生形態の変化

▲ 整備後の交通状況

資料：交通事故統合
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大南地区は救急搬送数も増加しており、平成１６年度に828

件あり、その内約1/3が一般国道10号沿線の２次・３次救急医

療施設に搬送されている。

▲ 大南地区における救急搬送の推移 ▲ 大南地区における搬送先内訳

資料：大分市消防局 南消防署ヒアリング

旦の原交差点改良により、大分市内の三次救急医療施設への

アクセスが改善され、地域の安心した生活に貢献している。

○大南支所～大分アルメイダ病院(三次医療施設)の所要時間

８分短縮整備前 ２２分 ⇒ 整備後 １４分

▲ 救急搬送時間の変化

効果４：救急医療活動の支援

８分短縮
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10号沿線
282件
34.1％

その他
546件
65.9％
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大分市の高次の都市的施設(行政,教育,文化,医療,情報など)

は、JR日豊本線より海側に集中している。

大分市南部の地域から、これら都市的サービスへのアクセス性

が向上しており、高次都市機能の享受に寄与している。

○ 大分市南部(大南支所)から高次の都市的施設への

所要時間

８分短縮整備前 ４２分 ⇒ 整備後 ３４分

▲ 高次の都市的施設の分布

効果５：都市的サービスへのアクセス性向上
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旦の原交差点改良による国道の交通円滑化は、企業誘致,住宅

開発等の開発計画及び地域の発展に必要不可欠な主要幹線道路と

して貢献している。

　大分インテリジェントタウン

　

  平成７年度分譲開始
　　分譲面積　約20.0ha
　　分譲済面積　13.8ha(69％)
　　立地企業　　８企業
　　　　情報処理サービス      ２社
　　　　精密機械器具製造     １社
　　　　自動販売機販売        １社
　　　　印刷業                    ２社
　　　　建設コンサルタント業　１社
　　　　ガス供給　　　　　 　　　１社
　※大分県産業化学技術センターが団地内に
     立地し、技術支援,人材育成等を実施

　高江ニュータウン

　

  　開発総面積　 約107.7ha
　　計画人口　　  約5,800人
　　平成３年４月　開発スタート

入居者数

2,800

3,600

0 1,000 2,000 3,000 4,000

平成13年

10月末

平成17年

３月末

(人)

効果６：地域活性化プロジェクトの支援

▲ 周辺の開発計画
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【事業の整備効果】

〇交通混雑の緩和
・一般国道10号旦の原交差点付近は、沿線地域から発生する交通と、

大分県南方面から大分市内へ向かう交通が重なり、慢性的な渋滞が

発生していた 【渋滞損失額は年間5.1億円の削減】。

・交差点改良及び４車線拡幅に伴い、交通渋滞の緩和に寄与。

【下り朝ピーク最大渋滞長 1,700m → 780m】

〇交通安全性の向上
・交通事故件数が減少し、事故率も大幅に低下。

【事故率：205件/億台キロ → 125件/億台キロ】

〇沿道環境の改善
・沿線の住宅開発の進展などにより交通量が増加し、居住環境が悪化

していた。交通円滑化に伴い、沿道騒音レベルが低下。

【夜間73dB → 64dB;要請限度及び環境基準を満足】

・二酸化炭素排出削減量は、大分ビックアイ約20個分の森林が吸収す

る量に相当。

〇救急医療活動の支援
・大分市南部から、一般国道10号沿線の二次・三次救急医療施設への

アクセスが改善。

【大分市南部(大南支所)～大分アルメイダ病院(三次)の所要時間

】22分→14分,８分短縮

〇都市的サービスへのアクセス性向上
・大分市南部より、高次都市的サービスへのアクセス性が向上し、高

次都市機能の享受に寄与。

【大分市南部(大南支所)からの所要時間 約８分短縮】

〇地域活性化プロジェクトの支援
・企業誘致,住宅開発等の開発計画及び地域の発展に必要不可欠な主

要幹線道路として貢献。

〇費用便益分析の結果

走行時間 走行経費 交通事故

便 益 短縮便益 減少便益 減少便益 合 計

(億円) (億円) (億円)

280 9 6 295

費 用 事 業 費 維持管理費 合 計

55 6 61

4.8Ｂ／Ｃ



1 15道路- -

３ ． 事 業 の 実 施

（１）事業の実施工程

本事業は、平成４年度事業化当時は平成９年度の完成供用を目

標としていたが、当初案では十分な渋滞解消が図れないことから

交差点位置の変更を行い、調査・設計や関係機関協議に時間を要

したため、平成１３年度の完成供用となった。

事業実施の工程

（２）全体事業費

計画見直し後の全体事業費は４６億円であったが、用地補償費

の増加や橋梁架設工事の変更などの工事費の増加により最終的に

約５０億円となった。

コスト縮減対策としては、上り線側の既設橋梁を活用し約５億

円の縮減を図っている。

当初事業費 ４６億円

最終事業費 ５０億円

H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13

調査・設計

用地・補償

工事

実　施
工　程

当 初 計 画
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４ ． 対 応 方 針 （ 案 ）

（１）今後の事後評価の必要性(案)
旦の原交差点改良事業は交通混雑の緩和、交通安全性の向上、

沿道環境の改善など所要の効果を発現しており、また、大分市の

活性化,救急医療活動の支援など地域にとって重要な役割を果た

していることより、さらなる事後評価の必要はない。

（２）改善措置の必要性
旦の原交差点改良事業は、整備直後に交通渋滞がほぼ解消し、

その後再び交通混雑が発生するようになったものの、主要渋滞ポ

イントとなっていた当該交差点の交通混雑の緩和に寄与してお

り、改善措置をとる必要性はない。

なお、２車線区間に接続する終点部の交差点において、国道

１０号の交通負荷を軽減させるために、交差点形状のコンパクト

化による交差点容量のUP対策を実施する予定である。

（３）同種事業の計画・調査のあり方
現在の交通混雑は、当事業と接続している２車線区間の影響を

受けており、今後都市圏全体の幹線道路網の見直しを含めた調査

検討の必要性が残る。

今回のように事業箇所の効果は十分であるものの、交通流動の

変化により交通混雑の状況も変化するため、整備後の状況把握や

それに基づく予測を行い、整備区間の延長や追加を検討すること

も必要である。
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５ ． 評 価 結 果 の 概 要

評 価 項 目 評 価 結 果
１．事業実施による環境の 沿線の住宅開発,郊外型の大型小売店の出店が進むととも

変化 に、沿線の人口が増加し、交通量も増加している。夜間の沿

。 、道騒音は要請限度を超過していた 旦の原交差点改良に伴い

交通渋滞がほぼ解消した。下り方向については、整備半年以

降、再び交通混雑が発生しているものの、夜間の沿道騒音は

環境基準を満足している。

２．費用対効果分析の算定 旦の原交差点改良に伴う交通容量拡大により、整備後の交

基礎となった要因の変化 通量が増加している。交通量の増加に伴い、大分市街側では

旅行速度が僅かに低下しているものの、佐伯側では旅行速度

が向上している。

３．社会経済情勢の変化 沿線の大型団地開発の進展に伴い、沿線人口の増加が見ら

れる。大分市の商品販売額は減少しているものの、大型の郊

外型商業施設の開店により売場床面積は増加し、周辺市町村

から大分市への買物依存率が高まっている。工業製品出荷額

は、増加傾向にあり、精密機器と石油石炭が増加している。

４．事業の効果の発現状況 一般国道10号旦の原交差点付近は、大分県南方面から大分

市を結ぶ主要幹線道路として重要な役割を果たし、旦の原交

差点改良に伴う交通容量拡大により、交通混雑緩和に寄与し

ている。また、沿線の住宅開発,企業立地など、地域の活性

。 。化に貢献している さらに救急搬送時間短縮に寄与している

５．今後の事後評価の必要 旦の原交差点改良事業は交通混雑の緩和、交通安全性の向

性（案） 上、沿道環境の改善など所要の効果を発現しており、また、

大分市の活性化,救急医療活動の支援など地域にとって重要

な役割を果たしていることより、さらなる事後評価の必要は

ない。

６．改善措置の必要性 旦の原交差点改良事業は、整備直後に交通渋滞がほぼ解消

し、その後再び交通混雑が発生するようになったものの、主

要渋滞ポイントとなっていた当該交差点の交通混雑の緩和に

寄与しており、改善措置をとる必要性はない。

なお、２車線区間に接続する終点部の交差点において、国

道１０号の交通負荷を軽減させるために、交差点形状のコン

パクト化による交差容量UP対策を実施する予定である。

７．同種事業の計画・調査 現在の交通混雑は、当事業と接続している２車線区間の影

のあり方 響を受けており、今後都市圏全体の幹線道路網の見直しを含

めた調査検討の必要性が残る。

今回のように事業箇所の効果は十分であるものの、交通流

動の変化により交通混雑の状況も変化するため、整備後の状

況把握やそれに基づく予測を行い、整備区間の延長や追加を

検討することも必要である。
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○客観的評価指標に対応する事後評価項目

＜事業の効果や必要性の評価に対応する事後評価項目＞
  事 後 評 価 項 目 評 価 内 容 

■ 現道等の年間渋滞損失時間(人・時間)及び削減率

 

・区間b(費用便益分析対象区間)について 

渋滞損失時間(整備前)：475.3万人・時間/年

渋滞損失削減時間：     16.8万人・時間/年

(475.3万人・時間/年⇒458.5万人・時間/年)

削減率   ４％ 

■ 現道等における混雑時旅行速度が20km/h未満で

ある区間の旅行速度の改善状況 

・整備前17.1km/h ⇒ 22.0km/h 

円滑なモ

ビリティ

の確保 

■ 当該路線の整備によるバス路線の利便性向上の

状況 

 

・路線バスの定時性向上が期待される 

 

■ ＤＩＤ区域内の都市計画道路整備路線であり、市

街地の市街地の都市計画道路網密度が向上 

 都市の再

生 

■ 対象区間が事業実施前に連絡道路がない住宅宅

地開発(300戸以上又は16ha以上、大都市において

は100戸以上又は5ha以上)への連絡道路となる 

・高江ニュータウン（開発面積 約 107.7ha,

計画人口約5,800人） 

 

■ 当該路線が隣接した日常活動圏中心都市間を最

短時間で連絡する路線を構成する 

・旧三重町～大分市間所要時間 

整備前 113分 ⇒ 105分(約８分短縮) 

国土・地域

ネットワ

ークの構

築 

■ 日常活動圏中心都市へのアクセス向上の状況 

 

・大南支所～大分市間所要時間 

整備前 42分 ⇒  34分(約８分短縮) 

１ 

活

力 

個性ある

地域の形

成 

■ 拠点開発プロジェクト、地域連携プロジェクト、

大規模イベントの支援に関する効果 

・高江ニュータウン 

・大分インテリジェントタウン 

歩行者･自

転車のた

めの生活

空間の形

成 

■ 自転車利用空間が整備されたことによる当該区

間の歩行者･自転車の通行の快適・安全性向上の

状況 

・歩道幅員 2.5ｍ⇒4.5ｍ 

安全で安

心できる

くらしの

確保 

三次医療施設へのアクセス向上が見込まれる ・大南支所～大分ｱﾙﾒｲﾀﾞ病院間所要時間 

整備前 22分⇒整備後14分 

２ 

安

全 

災害への

備え 

■ 対象区間が、都道府県地域防災計画、緊急輸送道

路ネットワーク計画又は地震対策緊急整備事業

計画に位置づけがある、又は地震防災緊急事業五

ヶ年計画に位置づけのある路線(以下「緊急輸送

道路」という)として位置づけあり 

・一般国道10号は緊急輸送道路として位置

づけがされている 

地球環境

の保全 

■ 対象道路の整備により、削減される自動車からの

CO2排出量 

・区間a(当該区間推計結果)について 

CO2排出量(整備前)：4,241t-C2/年 

排出削減量1,086t-CO2/年 

(4,241t-CO2/年 ⇒ 3,155t-CO2/年) 

削減率  ２６％ 
■ 現道等における自動車からのNO2排出削減率 

 

・区間a(当該区間推計結果)について 

NO２排出量(整備前)：14.8t/年 

排出削減量4.9t/年 

(14.8t/年 ⇒ 9.9t/年) 

削減率  ３３％ 

■ 現道等における自動車からのSPM排出削減率 

 

・区間a(当該区間推計結果)について 

SPM排出量(整備前)：1.4t/年 

排出削減量0.4t/年 

(1.4t/年 ⇒ 1.0t/年) 

削減率  ２９％ 

３

環

境 

生活環境

の改善・保

全 

■ 現道等で騒音レベルが夜間要請限度を超過して

いた区間の騒音レベルの改善の状況 

・大分市旦野原字山ノ口 

 夜間73dB ⇒ 64dB(環境基準クリア) 
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様式－２

費用便益分析の結果

路線名 事業名 延長 事業種別 現拡・ＢＰの別

一般国道10号 旦ノ原交差点改良 Ｌ＝０．９９Ｋｍ ２次改築 現拡

計画交通量
(台/日)

車線数 事業主体

36,400 4 九州地方整備局

① 費　用

改　築　費 維持修繕費 合　　計

基 準 年 平成１７年度

単純合計 44億円 10億円 54億円 

基準年における
現在価値 (Ｃ)

55億円 6億円 61億円 

② 便　益

走行時間
短縮便益

走行費用
短縮便益

交通事故
減少便益

合　　計

基 準 年 平成１７年度

供 用 年 平成１４年度

単年便益
（初年便益）

11億円 0億円 0億円 12億円 

基準年における
現在価値 (Ｂ)

280億円 9億円 6億円 295億円 

③ 結　果

注）費用及び便益の合計は、表示桁数の関係で計算値と一致しないことがある。

費用便益比（Ｂ／Ｃ） 4.83
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様式－３①

費用便益分析の条件

路 線 名 事    業    名 延      長 事業種別 事業主体

国道10号 Ｌ＝０．９９Ｋｍ ２次改築 九州地方整備局

交通状況（推計時点    Ｈ１１年）
 トリップの平均像

整備なし(A) 整備あり(B) A - B

①総トリップ数 ﾄﾘｯﾌﾟ 389,420  389,420  0  
　　（ＯＤ表による交通量）

②平均トリップ長 ｋｍ 4.3 4.4 -0.1
　（総走行台ｷﾛ÷総ﾄﾘｯﾌﾟ数）

③平均速度 km/h 27.7 28.1 -0.4
　（総走行台ｷﾛ÷総走行時間）

④平均走行時間 分 9.4 9.3 0.1
　（総走行時間÷総ﾄﾘｯﾌﾟ数）

⑤平均走行経費 円/ﾄﾘｯﾌﾟ 99.5 99.2 0.3
　（総走行経費÷総ﾄﾘｯﾌﾟ数）

⑥平均事故件数 件/万ﾄﾘｯﾌﾟ 0.0
（総交通事故件数÷総ﾄﾘｯﾌﾟ数）

（注）総トリップ数は原則として、整備なしの場合と整備ありの場合で変化しない。

旦ノ原交差点改良
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様式－３②

費用便益分析の条件

事業名： 旦ノ原交差点改良

（２）
項目 チェック欄

費用便益分析マニュアル

（平成１５年８月　国土交通省　道路局　都市・地域整備局）

その他 □

分析対象期間 ４０年間

社会的割引率 ４％

基準年次 平成１７年

１時点のみ推計 ■（Ｈ１１）
複数時点での推計 □

整備の有無それぞれで交通流を推計 ■

整備の有無のいずれかのみ推計 □ 有　　　□ 無

道路交通センサスをベースとした自動車ＯＤ表

（三段階推定法）

パーソントリップ調査をベースとした自動車ＯＤ表

（四段階推定法）

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） □

交 　　　無 ■

通 　　　有 □

流 考慮した開発交通量（トリップ数） （　　）台ﾄﾘｯﾌﾟ/日

推 考慮した理由を記載

計

Ｑ－Ｖ式を用いた配分 ■

転換率式を用いた配分 ■

均衡配分（リンクパフォーマンス関数を用いた配分） □

簡易手法 □

小規模事業である □

山間部海岸部で併行道路が少ない □

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） □

各回の配分終了時の速度を交通量でウェイト付け

して設定
採用理由を記載

最終配分の速度 □
採用理由を記載

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） □

交通流の
推計時点

算出マニュアル

分析の基本的事項

推計に用いた
ＯＤ表

■

■
（Ｈ１１センサス）

□

簡易手法の
場合

有の場合のみ

■

交通量が、交通容量（Ｑmax～Ｑmin）以上の路線、交通容量（Ｑmin～Ｑmax）の
路線、等が混在した配分結果となっているため、費用便益算出においては、速
度差の生ずる「加重平均速度」を用いた。

速度設定の
考え方

配分交通量の
推計手法

推計の状況

開発交通量の
考慮
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事業名： 旦ノ原交差点改良

（３）
項目 チェック欄

考慮しない ■

考慮する □

面的に考慮 □

対象路線のみ考慮 □

採用した休日係数 （　　　）　％
休日係数を考慮した理由および採用した休日係数の考え方を記載

□

□

便 費用便益分析マニュアルの値を使用 ■

益 独自に設定した値を使用 □

の 　算出根拠を添付すること

算

定 費用便益分析マニュアルの値を使用 ■

独自に設定した値を使用 □
　算出根拠を添付すること

中央分離帯の有無を考慮 □

中央分離帯の有無を考慮しない ■

考慮しない ■

考慮する □
　（考慮の場合、算出根拠を添付すること）

その他

詳細事業計画による値を採用 ■

標準投資パターンを採用 □

費 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） □

用 費用便益分析マニュアルの値を使用 ■

の 事務所等の実績値より設定 □

算 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） □

定 積雪地域または寒冷地域である □

その他

４．その他

　　上記のほか、Ｂ／Ｃの算定にあたっての問題点があれば、記述。

考慮する
場合のみ

雪寒費

休日交通の
影響

交通流推計の
時点以外の
便益の算定

車種別時間
価値原単位

車種別走行
経費原単位

交通事故減少
便益算定

平成１５年８月１２日付け事務連絡に基づく設定

その他
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

事業費

維持管理費

時間短縮・費用減
少・事故減少以外

の便益
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様式－４

   費用の現在価値算定表 維持修繕費の単純単価の算出(消費税相当額含)

採用単価の根拠　一般国道（直轄）

箇所名：一般国道10号　旦ノ原交差点改良 単価(億円) 延長(㎞) 単純価値(億円)

0.27 0.99 0.27
割戻率 事業費（億円） 維持修繕費（億円）

年次  年度 単純価値 現在価値 単純価値 現在価値
－7年目 H 7 1.4802 0.60 0.89 0.00
－6年目 H 8 1.4233 11.37 16.18 0.00
－5年目 H 9 1.3686 7.05 9.65 0.00
－4年目 H 10 1.3159 5.45 7.17 0.00
－3年目 H 11 1.2653 3.11 3.94 0.00
－2年目 H 12 1.2167 12.98 15.79 0.00
－1年目 H 13 1.1699 3.68 4.31 0.00

供用開始年次 H 14 1.1249 0.00 0.25 0.28
1年目 H 15 1.0816 0.00 0.25 0.27
2年目 H 16 1.0400 0.00 0.25 0.26
3年目 H 17 1.0000 0.00 0.25 0.25
4年目 H 18 0.9615 0.00 0.25 0.24
5年目 H 19 0.9246 0.00 0.25 0.23
6年目 H 20 0.8890 0.00 0.25 0.22
7年目 H 21 0.8548 0.00 0.25 0.21
8年目 H 22 0.8219 0.00 0.25 0.21
9年目 H 23 0.7903 0.00 0.25 0.20
10年目 H 24 0.7599 0.00 0.25 0.19
11年目 H 25 0.7307 0.00 0.25 0.18
12年目 H 26 0.7026 0.00 0.25 0.18
13年目 H 27 0.6756 0.00 0.25 0.17
14年目 H 28 0.6496 0.00 0.25 0.16
15年目 H 29 0.6246 0.00 0.25 0.16
16年目 H 30 0.6006 0.00 0.25 0.15
17年目 H 31 0.5775 0.00 0.25 0.14
18年目 H 32 0.5553 0.00 0.25 0.14
19年目 H 33 0.5339 0.00 0.25 0.13
20年目 H 34 0.5134 0.00 0.25 0.13
21年目 H 35 0.4936 0.00 0.25 0.12
22年目 H 36 0.4746 0.00 0.25 0.12
23年目 H 37 0.4564 0.00 0.25 0.11
24年目 H 38 0.4388 0.00 0.25 0.11
25年目 H 39 0.4220 0.00 0.25 0.11
26年目 H 40 0.4057 0.00 0.25 0.10
27年目 H 41 0.3901 0.00 0.25 0.10
28年目 H 42 0.3751 0.00 0.25 0.09
29年目 H 43 0.3607 0.00 0.25 0.09
30年目 H 44 0.3468 0.00 0.25 0.09
31年目 H 45 0.3335 0.00 0.25 0.08
32年目 H 46 0.3207 0.00 0.25 0.08
33年目 H 47 0.3083 0.00 0.25 0.08
34年目 H 48 0.2965 0.00 0.25 0.07
35年目 H 49 0.2851 0.00 0.25 0.07
36年目 H 50 0.2741 0.00 0.25 0.07
37年目 H 51 0.2636 0.00 0.25 0.07
38年目 H 52 0.2534 0.00 0.25 0.06
39年目 H 53 0.2437 -10.90 -2.66 0.25 0.06

  合　計 33.34 55.27 10.00 5.78

単純事業費計 44.24 10.00

注１）事業費の投資パターンは、費用便益分析の計算条件として設定した標準的な投資パターンであり、
　　　必ずしも全体の予算制約等を踏まえたものではない。
　　　このため、毎年度の予算の状況や、用地・工事の進捗により、実際の事業展開とは異なることがある。
　　　（投資パターンの変化による費用便益分析結果への影響等については、再評価及び事後評価として
　　　評価を実施。）
注２）評価対象期間最終年において、用地残存価値（割引後の用地費）を控除している。
注３）維持修繕費は便益算出マニュアルの参考値を基本としている。



1 24道路- -




